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議案第２８号 

令和８年度日高川町水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和８年度日高川町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水戸数            ４，１１７戸 

（２）年間総給水量      １，２３４，３７３㎥ 

（３）一日平均給水量         ３，３８１㎥ 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収 入 

第１款 事業収益       ２３５，０７６千円 

第１項 営業収益      １６０，１８０千円 

第２項 営業外収益      ７４，８９５千円 

第３項 特別利益            １千円 

支 出 

第２款 事業費        ３６７，８７３千円 

第１項 営業費用      ３３６，１４９千円 

第２項 営業外費用      ３０，７２３千円 

第３項 特別損失            １千円 

第４項 予備費         １，０００千円 

 

－１－
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収 入 

第３款 資本的収入       ３１４，１５３千円 

第１項 負担金          ２，０００千円 

第２項 国庫補助金       ３０，０００千円 

第３項 他会計出資金     ２７５，１５３千円 

第４項 給水負担金        ７，０００千円 

支 出 

第４款 資本的支出       ３１４，１５３千円 

第１項 建設改良費      １２６，８７５千円 

第２項 企業債償還金     １８５，８１６千円 

第３項 予備費          １，４６２千円 

（一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）営業費用と営業外費用との相互流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費          ２２，１０５千円 

 

（他会計からの補助金） 

第８条 収益的支出を負担することを目的とする一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は３６，２２３千円と定める。 

－２－
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（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、１８５千円と定める。 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年３月２日 提 出 

日高川町長  久留米 啓史 

 

－３－



（単位：千円）

金            額

1 235,076 248,923 △ 13,847

1 160,180 162,612 △ 2,432

1 給水収益 160,096 162,528 △ 2,432 1 水道料金 160,096 水道料金 160,096

2
その他の
営業収益

84 84 0 1 手数料 84 設計材料工事等検査手数料 82

開栓手数料 1

その他手数料 1

2 74,895 86,310 △ 11,415

1
受取利息及び
配当金

1 1 0 1 預金利息 1 預金利息 1

4 加入負担金 441 441 0 1 加入負担金 441 加入負担金 441

6
長期前受金

戻入

38,229 39,192 △ 963 1 工事負担金 4,926 工事負担金 4,926

3 国庫補助金 32,764 国庫補助金 32,764

4 県補助金 539 県補助金 539

8 雑収益 1 1 0 1 雑収益 1 雑収益 1

10 他会計補助金 36,223 46,675 △ 10,452 10 他会計補助金 36,223 他会計補助金 36,223

3 1 1 0

2
過年度損益

修正益

1 1 0 1
過年度損益

修正益

1 過年度損益修正益 1

款　　　項　　　目

水道事業収益

営業収益

営業外収益

特別利益

説            明
区            分

令和８年度水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

本年度予定額 前年度予定額 比較
節

－4－



（単位：千円）

金            額

2 367,873 365,469 2,404

1 336,149 330,870 5,279

1 61,216 58,016 3,200 4 通信運搬費 3,838 通信運搬費 3,838

5 委託料 2,182 委託料 2,182

6 修繕費 11,740 修繕費 11,740

9 賃借料 156 賃借料 156

10 動力費 393 動力費 393

11 薬品費 4,264 薬品費 4,264

14 手数料 8,643 手数料 8,643

15 光熱水費 30,000 光熱水費 30,000

2
配水及び
給水費

75,059 56,962 18,097 1 給料 6,770 給料 6,770

2 手当等 3,409 期末勤勉手当 1,860

扶養手当 276

通勤手当 56

時間外勤務手当 263

児童手当 360

住居手当 594

3
賞与引当金

繰入額

929 賞与引当金繰入額 929

6 委託料 1,799 委託料 1,799

8 修繕費 56,000 修繕費 56,000

10 賃借料 248 賃借料 248

11 光熱水費 4,824 光熱水費 4,824

12 材料費 1,080 材料費 1,080

原水及び
浄水費

事業費

営業費用

説            明
区            分

支　　　出

款 項   目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

－５－



（単位：千円）

金            額

4 総係費 30,773 41,094 △ 10,321 1 給料 4,837 給料 4,837

2 手当等 2,031 期末勤勉手当 1,374

管理職手当 360

時間外勤務手当 265

管理職特別手当 32

3
賞与引当金

繰入額

686 賞与引当金繰入額 686

4 法定福利費 3,468 職員共済組合負担金 3,443

公務災害補償掛金 25

5
退職手当負

担金

813 退職手当負担金 813

6 旅費 150 旅費 150

8 備消耗品費 500 備消耗品費 500

9 燃料費 519 燃料費 519

10 印刷製本費 430 印刷製本費 430

11 通信運搬費 512 通信運搬費 512

12 委託料 12,772 委託料 12,772

15 賃借料 1,442 賃借料 1,442

16 修繕費 400 修繕費 400

21 負担金 170 負担金 70

水道協会会費 100

22 保険料 389 保険料 389

23 公課費 94 公課費 94

24
貸倒引当金

繰入額

38 貸倒引当金繰入額 38

25 手数料 1,522 手数料 1,522

5 減価償却費 169,101 174,798 △ 5,697 1
有形固定資
産減価償却費

169,101 建物減価償却費 169,101

区            分
款 項   目 本年度予定額 前年度予定額 比較

節
説            明

－６－



（単位：千円）

金            額

2 30,723 33,598 △ 2,875

1
支払利息及び
企業債取扱諸
費

22,423 25,298 △ 2,875 1 企業債利息 22,423 企業債利息 22,423

2 雑支出 300 300 0 1
その他雑支

出

300 その他雑支出 300

3
消費税及び

地方消費税

8,000 8,000 0 1
消費税及び

地方消費税

8,000 消費税及び地方消費税 8,000

3 1 1 0

6
過年度損益

修正損

1 1 0 1
過年度損益

修正損

1 過年度損益修正損 1

4 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0 1,000 予備費 1,000

特別損失

予備費

営業外費用

説            明
区            分

款 項   目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

－７－



（単位：千円）

金            額

3 314,153 300,920 13,233

1 2,000 3,500 △ 1,500

1 負担金 2,000 3,500 △ 1,500 1 負担金 2,000 負担金 2,000

2 30,000 27,333 2,667

1 国庫補助金 30,000 27,333 2,667 1 国庫補助金 30,000 国庫補助金 30,000

3 275,153 263,087 12,066

1 他会計出資金 275,153 263,087 12,066 1 他会計出資金 275,153 他会計出資金 275,153

4 7,000 7,000 0

1 負担金 7,000 7,000 0 1 負担金 7,000 工事負担金 7,000

給水負担金

資本的収入

負担金

国庫補助金

他会計出資金

節
説            明

区            分

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項   目 本年度予定額 前年度予定額 比較

－８－



（単位：千円）

金            額

4 314,153 323,165 △ 9,012

1 126,875 123,597 3,278

1
配水設備改

良費

126,530 123,232 3,298 1 工事請負費 109,500 工事請負費 109,500

6 委託費 16,800 委託費 16,800

7 負担金 230 負担金 230

2 資産購入費 345 365 △ 20 1 量水器 185 量水器 185

2 備品購入費 160 備品購入費 160

2 185,816 198,568 △ 12,752

1 企業債償還金 185,816 198,568 △ 12,752 1
建設改良の

為の企業債

償還金

185,816 建設改良の為の企業債償還金 185,816

3 1,462 1,000 462

1 予備費 1,462 1,000 462 1 予備費 1,462 予備費 1,462

支　　　出

款 項   目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

説            明
区            分

資本的支出

建設改良費

企業債償還金

予備費

－９－



令和８年度 

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △128,698,600

減価償却費 169,101,000

固定資産除却費 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 38,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △34,000

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △38,229,000

受取利息及び配当金 △1,000

支払利息 22,423,000

未収金の増減額（△は増加） △1,321,484

未払金の増減額（△は減少） △172,000

23,105,916

利息及び配当金の受取額 1,000

利息の支払額 △22,423,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 683,916

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △115,364,000

無形固定資産の取得による支出 0

国庫等補助金等による収入 27,273,000

一般会計からの繰入金による収入 0

補助金及び負担金による収入 8,182,000

補償金による収入 0

基金利息による収入 0

基金への積立による支出 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △79,909,000

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 0

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △185,816,000

他会計からの出資による収入 275,153,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 89,337,000

資金増減額 10,111,916

資金期首残高 435,217,905

資金期末残高 445,329,821

日高川町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和８年４月１日から 令和９年３月31日まで)

小　　　　　計

－10－



　

　（１） 　総括

報 酬 給 料 職 員 手 当 計
（千円） （千円) （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

　　ア　職員

報 酬 給 料 職 員 手 当 計
（千円） （千円) （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

32

528

比 較 138 258 120 887 749 180

528 32

前 年 度 138 336 56 240 1,746 1,467 180

超過勤務
手 当

管理職員特
別勤務手当

本 年 度 276 594 56 360 2,633 2,216 360

 

職員手当の内訳

区 分
扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児 童 手 当

14,878  

比 較 1 3,803 2,364 6,167 1,060 7,227

3,443 22,105  

前 年 度 2 7,804 4,691 12,495 2,383

本 年 度 3 11,607 7,055 18,662

32

区 分 職 員 数
給 与 費 法 定

福 利 費
合 計

備 考

528

比 較 138 258 120 887 749 180

528 32

前 年 度 138 336 56 240 1,746 1,467 180

超過勤務
手 当

管理職員特
別勤務手当

本 年 度 276 594 56 360 2,633 2,216 360

 

職員手当の内訳

区 分
扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児 童 手 当

14,878  

比 較 1 3,803 2,364 6,167 1,060 7,227

3,443 22,105  

前 年 度 2 7,804 4,691 12,495 2,383

本 年 度 3 11,607 7,055 18,662

給 与 費 明 細 書

区 分 職 員 数
給 与 費 法 定

福 利 費
合 計

備 考

- 13 -     
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　　イ　会計年度任用職員

報 酬 給 料 職 員 手 当 計
（千円） （千円) （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円) （千円) （千円）

　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

（千円） （千円） （千円）

387 387

293 293

3,123 3,123

382 382

1,512

その他の増減分 470
その他の増減分 1,982

会計間異動による増

給与改定による増

昇給に伴う増加分 昇給等による増

その他の増減分 会計間異動による増

職員手当 2,364

制度改正に伴う増減分 期末勤勉手当による増

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　明

備               考

給　　　料 3,803

制度改正に伴う増減分

比 較

前 年 度

本 年 度

 

職員手当の内訳

区 分
通 勤 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 その他手当

 

比 較

 

前 年 度

本 年 度

区 分 職 員 数
給 与 費 法 定

福 利 費
合 計

備 考

－12－



　（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たりの給与

令和8年4月1日

現 在

令和7年4月1日

現 在

　　イ　初任給

一 般 職
円

200,300 200,300

232,000 232,000
大 学 卒

区 分 一 般 職 ( 企 業 職 )
国 の 制 度

高 校 卒

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 354,100

平 均 年 齢 41歳6箇月

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 324,350

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 355,733

平 均 年 齢 38歳9箇月

区 分 一般職(企業職)

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 321,567

- 15 -
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　　ウ　級別職員数

職 員 数 構 成 比
人 ％

計 2 100

2 1 50

1

4 1 50

3
令和7年4月1日

7

6

5

1

計 3 100

3 1 33

2 1 33

5 1 33

4

区 分
一 般 職 ( 企 業 職 )

級

令和8年4月1日

7

6

－14－



　級別の標準的な職務内容
級 級

1 5

2 6

3 7

4

　　エ　昇給

一 般 職 技 能 労 務 職
(A) 3 3
(B) 3 3

2号給 （人）
3号給 （人） 1 1
4号給 （人） 2 2
6号給 （人）
8号給 （人）

比率 (B)÷(A) （％） 100% 100%
(A) 2 2
(B) 2 2

2号給 （人）
4号給 （人） 2 2
6号給 （人）
8号給 （人）

比率 (B)÷(A) （％） 100% 100%

区 分 区 分

主事補の職務
主幹、副課長の職務又はこれに相当する
職務

主事の職務 参事、課長、支所長、主幹の職務

主査、副主査の職務 公室長、参事の職務

課長補佐、主任、専門員の職務又はこ
れに相当する職務

区 分 合 計
代 表 的 な 職 種

本 年 度

職員数
昇給に係る職員数

号級数別内訳

前 年 度

職員数
昇給に係る職員数

号級数別内訳

－15－
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　　オ　期末手当、勤勉手当

６ 月 （ 月 分 ） １ ２ 月 （ 月 分 ）
支 給 率 計

（ 月 分 ）

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度
（月分） （月分） （月分） （月分）

 　　キ　地域手当

町 全 体

支給率 （％） -

支給対象職員数 -

国の指定基準に基
づく支給率

（％） -

支 給 対 象 地 域
 

 

 

 

２％加算

国 の 制 度
24.586875 33.27075 47.709 47.709 応 募 認 定 退 職 特 例 ３％加算

（ 支 給 率 等 ）

　　力　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分 その他の加算措置等 備 考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置

国 の 制 度 2.325 2.325 4.65 有

前 年 度 2.30 2.30 4.60 有

区 分
支 給 額 別 支 給 率

職制上の段階、職務の等
級 等 に よ る 加 算 措 置 備 考

本 年 度 2.325 2.325 4.65 有
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　　ク　特殊勤務手当

区 分
 

給与総額に対する比率 （％）
 

支給対象職員の比率　 （％）
 

代表的な特殊勤務手当の名称
 

　　ケ　その他の手当

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 異 な る
交通用具使用の場合、通勤距離が2km以上で支給。
基本額2,500円に1㎞ごとに700円を加算、その額が17,000円を超えるときはその
額と17,000円との差額の2分の1を加算。上限24,800円
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日高川町水道事業予定貸借対照表

（単位：円）

１

(1)

イ 115,995,509

△ 26,932,440 89,063,069

ロ 4,407,865,293

△ 1,422,769,275 2,985,096,018

ハ 860,241,082

△ 508,827,489 351,413,593

ニ 2,444,755
△ 2,271,164 173,591

ホ 73,934,325

3,499,680,596

3,499,680,596

２

(1) 445,329,821

(2) 31,247,966

△ 429,606 30,818,360

(3) 116,225

476,264,406

3,975,945,002

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金 貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

車 両 運 搬 具
車両運搬具減価償却累計額

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
機械及び装置減価償却累計

額

　　　　　令和８年度
(令和９年３月31日まで)

資  産  の  部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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３

(1)

1,078,689,465

1,078,689,465

４

(1)

166,569,480

(2) 8,651,000

(３)
イ 1,615,000

1,615,000

176,835,480

５

1,293,282,893

△ 403,476,199

889,806,694

2,145,331,639

負  債  の  部

固 定 負 債

企 業 債

イ
建設改良等費等の財源にあてる
た め の 企 業 債

1,078,689,465

企 業 債 合 計

イ
建設改良等費等の財源にあてる
た め の 企 業 債

166,569,480

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

引 当 金
賞 与 引 当 金

未 払 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６ 2,999,918,971

７

(1)

イ 1,169,305,608

△ 1,169,305,608

△ 1,169,305,608

1,830,613,363

3,975,945,002

資  本  の  部

資 本 金

欠 損 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

欠 損 金 合 計

資 本 合 計
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（単位：円）

１ 営業収益
(1) 147,753,000
(２) 84,000 147,837,000

２ 営業費用
(1) 52,758,000
(2) 57,288,000
(3) 40,193,000
(4) 174,798,000 325,037,000

営　業　損　失 177,200,000

３ 営業外収益
(1) 1,000
(2) 401,000
(3) 39,192,000
(4) 12,400
(5) 46,675,000 86,281,400

４ 営業外費用
(1) 25,298,000
(2) 4,543,000 29,841,000 56,440,400

経　常　損　失 120,759,600

５ 特別利益
(1) 1,000 1,000

６ 特別損失
(1) 1,000 1,000 0

当 年 度 純 損 失 120,759,600

前年度繰越欠損金 919,847,408

0

当年度未処理欠損金 1,040,607,008

過年度損益修正損

その他未処分利益剰余金変動額

受取利息及び配当金

雑支出

過年度損益修正益

他会計補助金

加入負担金
長期前受金戻入
雑収益

支払利息及び企業債取扱諸費

減価償却費

その他営業収益

原水及び浄水費
配水及び給水費
総係費

令和７年度 日高川町水道事業予定損益計算書

(令和７年４月１日から 令和８年３月31日まで)

給水収益
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日高川町水道事業予定貸借対照表

（単位：円）

１

(1)

イ 115,995,509

△ 24,239,440 91,756,069

ロ 4,298,365,293

△ 1,290,148,275 3,008,217,018

ハ 860,241,082

△ 475,270,489 384,970,593

ニ 2,444,755

△ 2,041,164 403,591

ホ 68,070,325

3,553,417,596
ハ

3,553,417,596

２

(1) 435,217,905

(2) 29,926,482

△ 391,606 29,534,876

(3) 116,225

464,869,006

4,018,286,602

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品

未 収 金 貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

車 両 運 搬 具
機械及び装置減価償却累計

額

建 物

建 物 減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
機械及び装置減価償却累計

額

　　　　　令和７年度   
(令和８年３月31日まで)

資  産  の  部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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３

(1)

ロ 0 1,245,258,945

1,245,258,945

４

(1)

ロ 0 185,816,000

(2) 8,823,000

(3)

イ 1,649,000

1,649,000

196,288,000

５

1,257,827,893

△ 365,247,199

892,580,694

2,334,127,639

企 業 債

イ
建設改良等費等の財源にあてる
た め の 企 業 債

1,245,258,945

そ の 他 の 企 業 債

負  債  の  部

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

引 当 金

企 業 債

未 払 金

イ
建設改良等費等の財源にあてる
た め の 企 業 債

185,816,000

そ の 他 の 企 業 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計
額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計
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６ 2,724,765,971

７

(1)

イ 1,040,607,008

△ 1,040,607,008

△ 1,040,607,008

1,684,158,963

4,018,286,602

資  本  の  部

資 本 金

欠 損 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

欠 損 金 合 計

資 本 合 計
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注　記

Ⅰ．重要な会計方針

　　 地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　・貯蔵品　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　　２　固定資産の減価償却方法

　　（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　 ・減価償却の方法

　　　　　 定額法による。（ただし、水道事業の取替資産については取替法による。）

　　　 ・主な耐用年数

　　　　　 建物　　　　　１０～５０年

　　　　　 構築物　　　　１０～６０年

　　　　　 機械及び装置　　９～２０年

　　　　　 車両運搬具　　　　　　４年

　　３　引当金の計上方法

　　（１）退職給付引当金
　　　　　本町は、和歌山県市町村職員共済組合に加入しており、水道事業会計は、当該組合に一般負担金を拠出しているが、一般会
　　　　　計との間での「退職手当給付金に関する覚書」に基づき、追加的な費用負担である当該組合への調整負担金は、全額一般会
　　　　　計において措置することとなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、一般負担金拠出時に費用
　　　　　処理を行っている。

　　（２）賞与引当金
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当およびそれに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当
　　　　　年度の負担に属する額を計上している。
　　（３）貸倒引当金
　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権・破産更生債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不
　　　　　能見込額を計上している。

　　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

－25－



Ⅱ．キャッシュ･フロー計算書等関連

　　１　重要な非資金取引

　　　　　該当事項なし

Ⅲ．貸借対照表等関連

　　１　担保に供している資産及びこれに対応する債務

　　　　　該当事項なし

　　２　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　     　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計

　　　　　が負担すると見込まれる額は622,629,000円である。
　　３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

　　　　　該当事項なし

　　４　引当金の取崩し

　　（１）賞与引当金の取崩し

　　　　　令和８年度において、期末勤勉手当として4,849,000円を支給するため、賞与引当金1,649,000円を取り崩す。

　　（２）貸倒引当金の取崩し

　　　　　該当事項なし

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

　　１　リース会計に係る特例措置

　　　　　所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

Ⅴ．重要な後発事象

　　　　　該当事項なし

Ⅵ．その他の注記

　　　　　該当事項なし
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